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入札公告（建設工事）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、本入札に係る�札及び契約締結は、当該工事に係る平成２６��本予
算が成�し、予算示達がなされることを条件とするものです。　　　　　　　
　平成　２６　�１月８日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　支出負担�為担当官　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　関東地方整備局長　深澤　淳志　　　　　　　　　　　　　　
◎調達機関番号　０２０　◎所在地番号　１１　　　　　　　　　　　　　　
１　工事概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　品目分類番号　４１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）　工事名　八ッ場ダム本体建設工事（電子入札対象案件）　　　　　
　（３）　工事場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　左岸：群馬県吾妻郡長野原町大字川原畑字八ッ場地先　　　　　　　　　
　　右岸：群馬県吾妻郡長野原町大字川原湯字�花山地先　　　　　　　　　
　　原石山：群馬県吾妻郡長野原町大字川原湯字�花山地先　　　　　　　　
　（４）　工事内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　型式　重�式ダム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　堤高　Ｈ＝１１６ｍ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　１）一般土木工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　ダム土工　約６００，０００�方ｍ　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　原石山土工　約１，１００，０００�方ｍ　　　　　　　　　　　　
　　　　堤体工　約９００，０００�方ｍ　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　基礎処�工　約２３，０００ｍ　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　法面工　１式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　仮設工　１式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２）機械設備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　ダム用水門設備製作　１式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　ダム用水門設備据付　１式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（５）　工期　契約締結の翌日から平成３０�１０月１日まで。　　　　　
　（６）　使用する主要な資機材　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　セメント　約１４７，０００ｔ、鉄筋　約１，３００ｔ、鋼材　約４，
０００ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（７）　本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］を受け付け、価格と価格
以外の要素を総合的に評価して�札者を決定する入札時ＶＥ方式［総合評価�
札方式（技術提案評価型ＡⅢ型）］の試�工事である。また、品質確保のため
の体制その他の施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を�う施工体制確認型総合評価�札方式の試�工
事である。なお、本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約
後ＶＥ方式の試�工事である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（８）　本工事は資�提出、入札等を電子入札システムで�う対象工事であ
る。ただし、電子入札システムによりがたいものは、発注者の承�を得て紙入
札方式に代えるものとする。また、紙入札の承�に関しては関東地方整備局総
務部契約課に承�願を提出するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　
　（９）　本工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法�（平成１２
�法�第１０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化
等の実施が義務付けられた工事である。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１０）　本工事は、競争参加資格確認資�の作成にあたり設計業務成果を
閲覧に供する試�工事である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札参加希望者
であり入札説明書を入手した者とする。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１１）　本工事の完成時の工事成績評定の結果が６５点未満であった場合
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、当該工事成績評定通知書の通知月から起算して１�間に�われる関東地方整
備局（港湾空港関係を除く。）の発注する工事の入札において、総合評価�札
方式の加算点等を減ずる試�対象工事である。ただし、事故減点は原則適用外
とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１２）　本工事は、調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合に
おいては、入札日から過去２�以内に７０点未満の工事成績評定を通知された
関東地方整備局が発注し完成した工事がある者に対して、現場代�人と監�技
術者の兼務を認めないこととする試�対象工事である。なお、６（８）で定め
る監�技術者とは別に配置する技術者とも兼務を認めない。　　　　　　　　
　（１３）　本工事は、調査基準価格を下回った価格をもって契約する者に対
して実施する工事完成後の工事コスト調査において、工事コスト調査結果の内
容と、低入札調査時の重点調査の内容が著しく乖�した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を�い、乖��由を検討したうえで場合
によっては工事成績評定を減ずる試�対象工事である。なお、工事コスト調査
の内訳については、工事コスト調査終�後関東地方整備局又は八ッ場ダム工事
事務所のホームページにより公表する。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１４）　本工事において、中間前�払に代わり、既済部分払を選択した場
合には、短い間隔で出来高に応じた部分払や設計変�協議を実施する「出来高
部分払方式」を採用する。ただし、本工事が下記（１５）により施工プロセス
を通じた検査の試�対象工事となった場合、中間前�払を選択することはでき
ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１５）　本工事は、低入札価格調査の調査基準価格を下回った価格をもっ
て契約する場合、「施工プロセスを通じた検査の試�について（平成２２�３
月２９日付け大臣官房地方課長、技術調査課長）」による「施工プロセスを通
じた検査の試�」の試�対象工事となる。ただし、コスト縮減�額として関東
地方整備局長等が認めた�額を当該入札参加者の申し込みに係る価格に加えた
�額が調査基準価格を上回る場合は除く。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　上記、試�対象工事となった場合は、工事施工中、品質検査員による工
事実施状況、出来形及び品質について確認を�うこととし、その結果を踏まえ
て既済部分検査及び完成検査（完成技術検査を含む）を�うこととする。また
、支払い条件は「出来高部分払方式」を採用する。　　　　　　　　　　　　
　（１６）　本工事は、総価契約単価合意方式の対象工事である。　　　　　
　　　本工事では、受発注者間の双務性の向上とともに、契約変�等における
協議の円�化を図るため、契約締結後、受発注者間の協議により総価契約の内
訳として単価等を合意するものとする。また、後工事についても、本工事にて
合意した単価等を使用するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　なお、本方式の実施にあたっては、「総価契約単価合意方式実施要�」
及び「総価契約単価合意方式実施要�の解説」（関東地方整備局ホームページ
ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｋｔｒ．ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊｐ／　ｇｉｊｙｕｔｕ／
ｇｉｊｙｕｔｕ００００００４１．ｈｔｍｌ）に基づき�うものとする。また
、実施方式については、単価等を個別に合意する方式とし、協議開始の日から
１４日以内に協議が整わない場合は、単価を包括的に合意する方式にて�うも
のとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１７）　本工事は、現場の問題発生に対して迅速な対応を�う「ワンデー
レスポンス」を実施する工事である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１８）　本工事は、公共工事の品質確保及び円�な事業執�を目的として
、発注者、設計者及び施工者の三者が工事着手前等において一堂に会して、事
業目的及び設計思想・条件等の情報の共有並びに施工上の課題並びに新たな技
術提案に対する意�交換等を�う「設計・施工技術連絡会議」の設置対象工事
である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１９）　本工事は、設計変�手続きの透明性と公正性の向上及び迅速化を
目的として、発注者と施工者が一堂に会して、設計変�の妥当性の審議及び設
計変�等に伴う工事中止等の判断等を�う場として開催する「設計変�審査会
」の設置対象工事である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２０）　本工事は、総合評価�札方式における評価の過程の透明性をより
一層向上させるため、技術提案等の採否の通知を実施する工事である。詳細は
入札説明書による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　競争参加資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　下記の（Ａ１）から（Ａ８）までに掲げる条件を満たしている単体
有資格業者（以下「単体」という。）、又は「競争参加者の資格に関する公示
」（平成２６�１月８日付け関東地方整備局長）に示すところにより、関東地
方整備局長（以下「局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　長」という。）から、八ッ場ダム本体建設工事に係る�工種建設工事共同
企業体（以下「�工種ＪＶ」という。）としての競争参加者の資格（以下「�
工種ＪＶとしての資格」という。）の認定を受けている者であること。　　　
　　（Ａ１）　予算決算及び会計�（昭和２２�勅�第１６５号。以下「予決
�」という。）第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。　　
　　（Ａ２）　関東地方整備局（港湾空港関係を除く）における一般土木工事
及び機械設備工事に係る一般競争参加資格の認定を受けていること（会社�生
法（平成１４�法�第１５４号）に基づき�生手続開始の申�てがなされてい
る者又は民事再生法（平成１１�法�第２２５号）に基づき再生手続開始の申
�てがなされている者については、手続開始の決定後、局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。　　　　　　　　
　　（Ａ３）　関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）における一般土木工
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事に係る一般競争参加資格の認定の際に客観的事項（共通事項）について算定
した点数（経営事項評価点数）が、１，２００点以上であること（（Ａ２）の
再認定を受けた者にあっては、当該再認定の際に、経営事項評価点数が１，２
００点以上であること。）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ４）　会社�生法に基づき、�生手続開始の申�てがなされている者
又は民事再生法に基づき再生手続開始の申�てがなされている者（（Ａ２）の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ５）　平成１０�４月１日以�に、元請けとして完成・引渡しが完�
した下記の要件を満たす同種工事の施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比�が２０％以上の場合のものに限る。（ただし、�
工種建設工事共同企業体については適用しない。））。　　　　　　　　　　
　　　（ア）　単独又はＪＶ代表者として施工した、ＲＣＤ工法又は拡張レア
工法による堤高７０ｍ以上の重�式コンクリートダム本体工事であること。　
　　　（イ）　ダム用水門設備でのラジアルゲート、又はダム用水門設備での
設計水深２５ｍ以上のローラーゲートについて、ゲート設備全体のシステム設
計を�い、主要機器（開閉装置を除く）を自社工場にて製作し、設備全体を施
工した工事であること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（ウ）　ダム用水門設備での選択取水設備について、ゲート設備全体の
システム設計を�い、主要機器（開閉装置を除く）を自社工場にて製作し、設
備全体を施工した工事であること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　ただし、上記（ア）、（イ）及び（ウ）は同一工事でなくてもよい。
　　　　経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１社が上記（ア）、（
イ）及び（ウ）の施工実績を有し、他の構成員は、下記（エ）及び上記（イ）
、又は下記（エ）及び上記（ウ）の施工実績を有すること。　　　　　　　　
　　　（エ）　堤高３０ｍ以上のコンクリートダム本体工事であること。　　
　　　　ただし、上記（ア）、（イ）、（ウ）及び（エ）は、同一工事でなく
てもよい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　なお、当該実績が国土交通�が発注した工事のうち入札説明書に示す
ものに係る実績である場合にあっては、評定点合計が入札説明書に示す点数未
満であるものを除く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　また、�工種建設工事共同企業体としての実績は、協定書による分担
工事の実績のみ同種工事の実績として認める。　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ６）　競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争
参加資格確認資�（以下「資�」という。）の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要�（昭和５９�３
月２９日付け建設�厚第９１号）に基づく指名停止を受けていないこと。　　
　　（Ａ７）　上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者
と資本�しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。　　　　　　
　　（Ａ８）　警察当局から、��団員が実質的に経営を支配する建設業者又
はこれに準ずるものとして、国土交通�発注工事等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）　次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監�技術者を当該工事に専
任で配置できること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　なお、�工種ＪＶにより参加する者は、担当工事分野ごとに主任技術者
又は監�技術者を専任で配置できること。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　１級土木施工管�技士又はこれと同等以上の資格を有する者で
あること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ２）　単体または一般土木工事を担当する�工種ＪＶの構成員の配置
予定技術者は、ダム工事統括管�技術者又はこれと同等以上の資格を有するこ
と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ３）　平成１０�４月１日以�に元請けとして完成・引渡しが完�し
た下記に掲げる工事の経験を有する者であること（共同企業体の構成員として
の経験は、出資比�が２０％以上の場合のものに限る。（ただし、�工種建設
工事共同企業体については適用しない。））。　　　　　　　　　　　　　　
　　　１）単体による参加申請者の配置予定技術者は、１人の者が下記（ア）
及び（イ）、又は（ア）及び（ウ）の施工経験を有すること。　　　　　　　
　　　　（ア）　単独又はＪＶ代表者として施工した、ＲＣＤ工法又は拡張レ
ア工法による堤高７０ｍ以上の重�式コンクリートダム本体工事であること。
　　　　（イ）　ダム用水門設備でのラジアルゲート、又はダム用水門設備で
の設計水深２５ｍ以上のローラーゲートの工事であること。　　　　　　　　
　　　　（ウ）　ダム用水門設備での選択取水設備の工事であること。　　　
　　　　　ただし、上記（ア）、（イ）及び（ウ）は同一工事でなくてもよい
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　複数の技術者を同時に申請する場合は、申請する全ての者が上記の
工事経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　なお、経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１社の主任（
監�）技術者が上記（ア）及び（イ）、又は（ア）及び（ウ）の施工経験を有
すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　ただし、上記（ア）、（イ）及び（ウ）は同一工事でなくてもよい
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　２）�工種ＪＶを２社で構成する場合における構成員の配置予定技術者
は下記の施工経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（ア）　一般土木工事を担当する主任（監�）技術者は、上記（２）
（Ａ３）１）（ア）の施工経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　
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　　　　　　複数の技術者を同時に申請する場合は、申請する全ての者が上記
の工事経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（イ）　機械設備工事を担当する主任（監�）技術者は、上記（２）
（Ａ３）１）（イ）又は（ウ）の施工経験を有すること。　　　　　　　　　
　　　　　　複数の技術者を同時に申請する場合は、申請する全ての者が上記
の工事経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　３）�工種ＪＶを３社で構成する場合における構成員の配置予定技術者
は、下記の施工経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（ア）　一般土木工事を担当する構成員のうち１社の主任（監�）技
術者が、上記（２）（Ａ３）１）（ア）の施工経験を有すること。　　　　　
　　　　　　複数の技術者を同時に申請する場合は、申請する全ての者が上記
の工事経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（イ）　機械設備工事を担当する構成員のうち１社の主任（監�）技
術者が上記（２）（Ａ３）１）（イ）又は（ウ）の施工経験を有すること。　
　　　　　　複数の技術者を同時に申請する場合は、申請する全ての者が上記
の工事経験を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　なお、当該経験が国土交通�が発注した工事のうち入札説明書に示
すものに係る経験である場合にあっては、評定点合計が入札説明書に示す点数
未満であるものを除く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　また、�工種建設工事共同企業体としての経験は、協定書による分
担工事においての経験のみ同種工事の経験として認める。　　　　　　　　　
　　（Ａ４）　監�技術者にあっては、監�技術者資格者証及び監�技術者講
習修�証を有する者であること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（３）　入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと
（資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員
である場合を除く。）（詳細は入札説明書参照。）。　　　　　　　　　　　
３　総合評価に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　�札方式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ提案］」及び「施工
体制」をもって入札し、次の（ア）、（イ）の要件に該当する者のうち、（２
）「総合評価の方法」によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最
も高い者を�札者とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（ア）　入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。　　　　　　
　　　（イ）　評価値が、標準点を予定価格で除した数値（「基準評価値」）
に対して下回らないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ２）　（Ａ１）において、評価値の最も高い者が２人以上あるときは
、当該者にくじを引かせ�札者を決定する。　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）　総合評価の方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　「標準点」を１００点とし、「施工体制評価点」の最高点を３
０点、及び「加算点」の最高点を７０点とする。　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ２）　「加算点」の算出方法は、予定価格の制限の範囲内での入札参
加者のうち、下記（ア）の評価項目に対する評価を�い加算点を算出する。ま
た、「施工体制評価点」は下記（イ）の評価項目を評価して算出する。なお、
「施工体制評価点」の低い者に対しては「加算点」を減ずる場合がある。　　
　　　（ア）　技術提案［ＶＥ提案］の項目として「施工日数の短縮」　　　
　　　（イ）　施工体制（施工体制評価点）　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ３）　価格と価格以外の要素がもたらす総合評価は、入札参加者の「
標準点」と、「加算点」及び「施工体制評価点」の合計を、当該入札者の入札
価格で除して得た評価値をもって�う。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ４）　（Ａ２）（ア）、（イ）の評価項目について、共通仕様書、特
記仕様書及び関係法�を遵守し、入札説明書等に記載された要求要件を実現で
きると認められる場合に標準点（１００点）を与え、さらに（Ａ２）（ア）の
技術提案［ＶＥ提案］及び（Ａ２）（イ）の施工体制の内容に応じて、加算点
及び施工体制評価点を算出し与える。なお、（Ａ２）（ア）の技術提案［ＶＥ
提案］を�わない者は、（Ａ２）（イ）の内容に応じて、加算点及び施工体制
評価点を算出し与える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ５）　（Ａ２）（ア）の「施工日数の短縮」の技術提案［ＶＥ提案］
については、予定価格の制限の範囲内で技術提案が妥当と認められた入札参加
者の提案した短縮日数に対して加算点を与える。ただし、短縮日数が９７日以
下の者には加算点を与えない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　加算点は、入札参加者のうち提案された短縮日数が最大の者に７０点
の加算点を与える。それ以外の提案者については、短縮日数に応じて按分して
加算点を与える。ただし、入札参加者のうち提案された短縮日数の最大が３６
５日に満たない場合は、３６５日を加算点７０点として、短縮日数に応じ按分
して加算点を与える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（３）　（２）（Ａ２）（ア）の評価基準の詳細は入札説明書による。　　
　（４）　（２）（Ａ２）（ア）「施工日数の短縮」について、受注者の責に
より、��できなかった場合は、損害賠償請求を�う。この取扱い方法につい
ては契約書に記載するものとする。また、併せて当該工事成績評定を５点減ず
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　技術提案に関する事項等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　ＶＥ提案の改善（技術対話）　技術対話について、発注者と競争参
加者の技術対話を通じて、発注者からＶＥ提案の改善を求め、又は競争参加者
に提案を改善する機会を与える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　（２）　設計数�の算出　ＶＥ提案を実施するために必要となる設計数�と
して、積算体系に沿った工種、種別、細別及び規格に対応する設計数�を記入
した数�総括表及び内訳書の提出を求める。　　　　　　　　　　　　　　　
　（３）　ＶＥ提案に対する審査内容　ＶＥ提案の審査過程で高�な技術的判
断を要する場合は学�経験者等による組織を活用する場合がある。　　　　　
　（４）　�積の提出　ＶＥ提案に対応した設計数�及び�積書を予定価格に
反映させるための参考資�として作成し、提出を求める。　　　　　　　　　
　　　ＶＥ提案に対する�積の対象範囲は、入札説明書によるものとするが、
提出にあたっては本工事全体について作成するものとする。　　　　　　　　
５　入札手続等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　担当部局　〒３３０―９７２４　埼玉県さいたま市中央区新都心２
―１さいたま新都心合同庁舎２号館１７階　関東地方整備局総務部契約課工事
契約調整係　電話０４８―６０１―３１５１（代）　内線２５２５　　　　　
　（２）　入札説明書の交付期間、場所及び方法　入札説明書を電子入札シス
テムにより交付する。交付期間は平成２６�１月８日から平成２６�８月４日
までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　ただし最終日は、９時００分から１２時００分までとする。　　　　　
　　　ただし、やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができない
入札参加希望者に対しては、記録媒体（ＣＤ―Ｒ等）を（１）に持参又は郵送
もしくは託送（書�郵�等、記録の残るものに限る。）することにより電子デ
ータを交付するので、上記（１）にその旨連絡すること。持参による場合は、
（１）に記録媒体を持参すること。郵送等による場合は、（１）に記録媒体、
返信用の封筒（�手を貼付）、入札参加希望者の連絡先が分かるものを同封す
ること。受付期間は、平成２６�１月８日から平成２６�８月４日までの土曜
日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時１５分から１８時００分まで。ただし最
終日は、９時１５分から１２時００分までとする。　　　　　　　　　　　　
　（３）　申請書及び資�の提出期間、場所及び方法　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　ＶＥ提案を除く申請書及び資�の提出期限　平成２６�１月８
日から平成２６�２月１０日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時
００分から１７時００分まで電子入札システムにより提出を�うこと。ただし
、発注者の承�を得た場合は、平成２６�１月８日から平成２６�２月１０日
までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時１５分から１８時００分まで
に上記５（１）へ持参すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ２）　ＶＥ提案及びＶＥ提案に対する設計数�の提出期限　平成２６
�１月８日から平成２６�３月１３日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、９時００分から１７時００分まで電子入札システムにより提出を�うこと
。ただし、発注者の承�を得た場合は、平成２６�１月８日から平成２６�３
月１３日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時１５分から１８時０
０分までに上記５（１）へ持参すること。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ３）　改善されたＶＥ提案及びＶＥ提案に対する設計数�の提出期限
　平成２６�５月７日から平成２６�６月２日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、９時００分から１７時００分まで電子入札システムにより提出を
�うこと。ただし、発注者の承�を得た場合は、平成２６�５月７日から平成
２６�６月２日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時１５分から１
８時００分までに上記５（１）へ持参すること。　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ４）　ＶＥ提案に対する�積書の提出期間、場所及び方法　技術提案
の採否に関する通知において、ＶＥ提案が妥当と認められた競争参加者は、競
争参加資格が確認された後から平成２６�７月１５日までに５（１）に郵送（
書�郵�に限る。提出期間内に必着。）又は託送（書�郵�と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。　　　　　　　　　　　　　　
　（４）　歩掛�積参考資�の交付期間、場所及び方法　競争参加資格を有す
る者に対しては、歩掛�積参考資�を電子入札システムにより交付する。交付
期間は平成２６�７月７日から平成２６�８月４日までの土曜日、日曜日及び
祝日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。ただし最終日は、９時０
０分から１２時００分までとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　ただし、やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができない
競争参加資格を有する者に対しては、記録媒体（ＣＤ―Ｒ等）を（１）に持参
又は郵送もしくは託送（書�郵�等、記録が残るものに限る。）することによ
り電子データを交付するので、上記（１）にその旨連絡すること。持参による
場合は、（１）に記録媒体を持参すること。郵送又は託送による場合は、（１
）に記録媒体、返信用の封筒（�手を貼付）、競争参加資格を有する者の連絡
先が分かるものを同封すること。交付期間は、平成２６�７月７日から平成２
６�８月４日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時１５分から１８
時００分まで。ただし、最終日は、９時１５分から１２時００分までとする。
　（５）　入札保証�の納付等に係る書類の提出期間、場所及び方法　平成２
６�７月８日から平成２６�８月４日まで　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　〒３３０―９７２４　埼玉県さいたま市中央区新都心２―１さいたま新
都心合同庁舎２号館１７階　関東地方整備局総務部契約課　電話０４８―６０
１―３１５１（代）　郵送（書�郵�に限る。提出期間内必着。）又は託送（
書�郵�等、記録の残るものに限る。提出期間内必着。）により提出すること
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（６）　入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法　入札書は、
電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承�を得た場合は紙
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により持参又は郵送もしくは託送（書�郵�等、記録の残るものに限る。）す
ること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　電子入札システムによる入札の締め�りは、平成２６�８月４
日１２時００分。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ２）　持参による入札の受�期限は、平成２６�８月４日１２時００
分　関東地方整備局総務部契約課にて入札すること。　　　　　　　　　　　
　　（Ａ３）　郵送等による入札の受�期限は、平成２６�８月４日１２時０
０分　送付先は、関東地方整備局総務部契約課契約第一係。　　　　　　　　
　　　開札は、平成２６�８月６日１０時３０分　関東地方整備局総務部契約
課にて�う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　なお、�札決定の日は開札の翌日を予定する。　　　　　　　　　　　
　　（Ａ４）　これらの日時までに平成２６��予算の執�が可能とならない
場合には、別途連絡する日時とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１）　手続において使用する言語及び通貨　　　　　　　　　　　　　　
　　　日本語及び日本国通貨に限る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）　入札保証�及び契約保証�　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（Ａ１）　入札保証�　納付（保管�の取扱店　日本銀�埼玉新都心代�
店（埼玉りそな銀�さいたま新都心支店））。ただし、�付国債の提供（取扱
官庁　関東地方整備局）又は銀�等の保証（取扱官庁　関東地方整備局）をも
って入札保証�の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結
を�い、又は契約保証の予約を受けた場合は、入札保証�を免除する。　　　
　　（Ａ２）　契約保証�　納付（保管�の取扱店　日本銀�埼玉新都心代�
店（埼玉りそな銀�さいたま新都心支店））。ただし、�付国債の提供（取扱
官庁　関東地方整備局）又は�融機関�しくは保証事業会社の保証（取扱官庁
　関東地方整備局）をもって契約保証�の納付に代えることができる。また、
公共工事��保証証券による保証を付し、又は��保証保険契約の締結を�っ
た場合は、契約保証�を免除する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（３）　入札の無効　本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申
請書又は資�に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反し
た入札は無効とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（４）　�札者の決定方法　上記３（１）（Ａ１）に定めるところに従い、
評価値の最も高い者を�札者とする。ただし、�札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に適合した��がなされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく�適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内で発注者の定める最低限の要求要件を全て満たして入
札した他の者のうち評価値の最も高い者を�札者とすることがある。なお、�
札者となるべき者の入札価格が予決�第８５条に基づく調査基準価格を下回る
場合は、入札説明書に示す予決�第８６条の調査を�うものとする。　　　　
　（５）　契約締結後のＶＥ提案　契約締結後、受注者は、設計図書に定める
工事目的物の機能、性能等を低下させることなく請負代�額を低減することを
可能とする施工方法等に係る設計図書の変�について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正と認められた場合には、設計図書を変�し、必要がある
と認められる場合には請負代�額の変�を�うものとする。詳細は特記仕様書
等による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（６）　配置予定監�技術者の確認　�札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により
配置予定の監�技術者の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばない
ことがある。なお、種々の状況からやむを得ないものとして承認された場合の
外は、申請書の差し替えは認められない。　　　　　　　　　　　　　　　　
　（７）　本工事に係る申請書及び資�の提出にあたって、技術提案［ＶＥ提
案］により施工しようとする場合は、その内容を示した技術提案書［ＶＥ提案
］を提出すること。ただし、技術提案［ＶＥ提案］が適正と認められなかった
場合においては、標準案により入札に参加ができる。　　　　　　　　　　　
　　　また、標準案に基づいて施工しようとする場合は、標準案によって入札
に参加する旨を記載した書面を提出すること（詳細は入札説明書参照。）。　
　（８）　専任の監�技術者の配置を義務付けられている工事において、調査
基準価格を下回った価格をもって契約する場合においては、監�技術者とは別
に同等の要件を満たす技術者の配置を求めることがある（詳細は入札説明書参
照。）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（９）　手続における交渉の有無　無。　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１０）　契約書作成の要否　要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１１）　当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契
約の相手方との随意契約により締結する予定の有無　有（随意契約により締結
する予定の工事の範囲等は、入札説明書参照。）。　　　　　　　　　　　　
　　　また、本工事について、調査基準価格を下回った場合は、合�性がある
ものについて本工事で単価合意を�い、随意契約により締結する予定の工事に
おいては、本工事で合意した単価を積算で使用するものとする。　　　　　　
　（１２）　入札書（施工体制の確認に係る部分に限る。）のヒアリングを実
施するとともに、ヒアリングに際して追加資�の提出を求めることがある。　
　（１３）　技術提案の採否　技術提案の採否については、競争参加資格の確
認の通知に併せて通知する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（１４）　競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ提案により競争参加資
格を認められた者は当該提案に基づく入札を�い、標準案を提出した者は、標
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準案に基づく入札を�うことを条件とし、これに違反した入札は無効とする。
　（１５）　関連情報を入手するための照会窓口　上記５（１）に同じ。　　
　（１６）　競争参加者は、技術提案等の採否に関する通知に基づき入札する
こと。入札時において、ＶＥ提案の修正・改善は認めない。　　　　　　　　
　　　なお、ＶＥ提案が妥当と認められた競争参加者は、ＶＥ提案と併せて提
出された設計数�や、必要に応じて求めた�積書に基づき積算した価格のうち
純工事費が入札時の内訳と�なる場合は、その�由の説明を求め、物価変動等
特別の�由がない限り当該技術提案を認めず、入札を無効とする。　　　　　
　（１７）　一般競争参加資格又は�工種ＪＶとしての資格の認定を受けてい
ない者の参加　上記２（１）に掲げる一般競争参加資格又は�工種ＪＶとして
の資格の認定を受けていない者も上記５（３）により申請書及び資�を提出す
ることができるが、競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の
認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。　　　
　（１８）　本案件は、提出資�、入札を電子入札システムで�うものであり
、対応についての詳細は入札説明書による。　　　　　　　　　　　　　　　
　（１９）　詳細は入札説明書による　　　　　　　　　　　　　　　　　　

前の案件へ 結果一覧へ 検索指定へ トップへ
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